第１号様式（第４条関係）　　　　印
番　　　　　号
年　　月　　日
国 土 交 通 大 臣　殿
　　　　　　　　　申請者　　住　　所　○○県○○市○○１－１－１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名及び名称　○○運輸株式会社　　　　
代表取締役　　　　　　　　　　　　印
自動車事故対策費補助金交付申請書
　平成　　年度自動車事故対策費補助金の交付を受けたいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定に基づき、別紙関係書類を添えて申請します。
1.　補助対象事業の種別　自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業
2.　補助対象事業の内容　別紙１平成22年度自動車運送事業の安全・円滑化総合対策事業計画書のとおり
3.　補助対象経費　　　　金              円
　　　　　　　　　　　　内訳は別紙２平成22年度自動車運送事業の安全・円滑化等総合対策事業経費所要額調書のとおり
4.　補助金交付申請額　　金              円
5.　添付書類
　(1) 申請者の営む主な事業及びその内容：添付１のとおり
　(2) 申請者の資産及び負債に関する事項：添付２のとおり
　(3) 補助対象事業に関する収支予算書
　(4) その他補助金の交付に関して参考となる書類
　　　①交付要綱別表（注）１２．の事項（安全マネジメント）について記載した書類：添付３のとおり
　　　②事故防止対策支援推進事業の交付を受けようとする者が中小企業基本法第2条第1項第1号に掲げる中小企業者であることを証する書類：添付１のとおり
　　　③事故防止対策支援推進事業（運行管理の高度化に対する支援に限る。）の交付を受けようとする者が同一事業において、他の国の補助金（国が特殊法人等を通じて交付する補助金を含む。以下同じ。）を受けていないこと及び当該補助金の交付を受ける場合には、他の国の補助金を受けないことを証する書類：添付４のとおり
　　　④補助対象経費の算出の基礎となる見積書：添付５のとおり
　　　⑤補助対象経費の算出の基礎となる仕様書：添付６のとおり
（申請者がリース事業者の場合に限り提出するもの）
　　　⑥貸与料金の算定根拠明細書（補助金の適用を受けない場合の金額と、受けた場合の金額を併記すること）：添付７のとおり
　　　⑦当初のリース契約期間が5年に満たない場合は、その契約期間満了後も取得より5年を超えるまでの間自動車運送事業者へ当該補助対象となる機器を貸渡すことが確実に見込まれることを証する書類：添付８のとおり
（必須ではないが、あれば添付するもの）
　　　⑧「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業者の適正化及び活性化に関する特別措置法（平成21年法律第64号）」第11条に定める事業認定を受けた者、事業認定申請を提出した者又は事業認定申請を予定している者である場合には、それらを証明することができる書類：添付９のとおり
 (注) ア．申請者が地方公共団体である場合には、(1)及び(2)の書類を除く。
　　　イ．申請者が独立行政法人自動車事故対策機構である場合には、(1)、(2）
　　　　及び(3)の書類を除く。
　　　ウ．(4)の「参考となる書類」の提出部数は２部とする。
（日本工業規格　Ａ列４番）
